
３．正味財産増減計算書

一般会計 （単位：円）
科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　1　経常増減の部
　　(1)　経常収入
　　　1　土地改良事業収入 16,498,500 16,552,500 △ 54,000
　　　　　経常賦課金 16,498,500 16,552,500 △ 54,000
　　　　　　経常賦課金 16,498,500 16,552,500 △ 54,000
　　　2　附帯事業収入 29,758 28,400 1,358
　　　　　受取他目的使用料 29,758 28,400 1,358
　　　　　　受取他目的使用料 29,758 28,400 1,358
　　　3　基本財産運用収入 980,000 90,432 889,568
　　　　　基本財産受取利息 980,000 90,432 889,568
　　　　　　基本財産受取利息 980,000 90,432 889,568
　　　4　特定資産運用収入 30,119 3,494 26,625
　　　　　特定資産受取利息 30,119 3,494 26,625
　　　　　　特定資産受取利息 30,119 3,494 26,625
　　　5　受取業務受託料 33,191,807 27,187,910 6,003,897
　　　　　受託料 33,191,807 27,187,910 6,003,897
　　　　　　ダム操作業務受託料 33,191,807 27,187,910 6,003,897
　　　6　雑収入 1,897,114 1,836,132 60,982
　　　　　受取利息配当金 67,474 18,250 49,224
　　　　　　受取利息 67,474 18,250 49,224
　　　　　その他雑収入 1,829,640 1,817,882 11,758
　　　　　　雑収入 1,829,640 1,817,882 11,758
　　　経常収入計 52,627,298 45,698,868 6,928,430
　　(2)　経常支出
　　　1　土地改良事業費支出 34,059,020 28,670,709 5,388,311
　　　　　維持管理費 3,372,578 3,496,355 △ 123,777
　　　　　　通信運搬費 20,757 △ 20,757
　　　　　　消耗什器備品費 979 △ 979
　　　　　　水道光熱費 204,938 216,559 △ 11,621
　　　　　　支払保険料 67,420 68,520 △ 1,100
　　　　　　支払負担金等 2,000,000 2,000,000
　　　　　　業務委託費 1,100,000 1,100,000
　　　　　　雑費 220 89,540 △ 89,320
　　　　　ダム操作受託業務費支出 30,686,442 25,174,354 5,512,088
　　　　　　旅費交通費 10,840 △ 10,840
　　　　　　通信運搬費 2,800 2,800
　　　　　　修繕費 459,448 180,048 279,400
　　　　　　水道光熱費 155,591 100,765 54,826
　　　　　　賃借料 484,485 507,760 △ 23,275
　　　　　　支払保険料 688,710 383,720 304,990
　　　　　　支払負担金等 25,065,528 20,147,231 4,918,297
　　　　　　業務委託費 3,084,400 3,572,800 △ 488,400
　　　　　　租税公課 52,800 8,500 44,300
　　　　　　雑費 692,680 259,890 432,790
　　　2　減価償却費 47,116,818 47,116,818
　　　　　減価償却費 47,116,818 47,116,818
　　　　　　受託土地改良施設使用収益権減価償却費 47,116,818 47,116,818
　　　3　一般管理費 283,705,129 14,856,561 268,848,568
　　　　　運営事務費 281,895,129 13,046,561 268,848,568
　　　　　　役員報酬 828,000 828,000
　　　　　　交際費 10,000 △ 10,000
　　　　　　選挙費 16,000 △ 16,000
　　　　　　総(代)会費 160,000 164,000 △ 4,000

令和7年度 正味財産増減計算書
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

関川地区土地改良区連合
令和8年8月7日　臨時議員総会　承認 



一般会計 （単位：円）
科 目 当 年 度 前 年 度 増 減

令和7年度 正味財産増減計算書
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

　　　　　　その他会議費 204,000 260,000 △ 56,000
　　　　　　旅費交通費 69,820 153,510 △ 83,690
　　　　　　通信運搬費 116,002 123,246 △ 7,244
　　　　　　消耗什器備品費 5,732 19,074 △ 13,342
　　　　　　食糧費 42,732 53,400 △ 10,668
　　　　　　印刷製本費 79,200 79,200
　　　　　　支払手数料 193,720 193,820 △ 100
　　　　　　支払負担金等 278,969,648 9,975,168 268,994,480
　　　　　　業務委託費 49,500 49,500
　　　　　　租税公課 1,120,400 959,100 161,300
　　　　　　雑費 56,375 162,543 △ 106,168
　　　　　事務所費 1,810,000 1,810,000
　　　　　　賃借料 1,810,000 1,810,000
　　　経常支出計 364,880,967 90,644,088 274,236,879
　　当期経常増減額 △ 312,253,669 △ 44,945,220 △ 267,308,449

　2　経常外増減の部
　　(1)　経常外収入
　　　経常外収入計
　　(2)　経常外支出
　　　1　固定資産除却損 2 △ 2
　　　　　その他固定資産除却損 1 △ 1
　　　　　　器具備品除却損 1 △ 1
　　　　　特定資産除却損 1 △ 1
　　　　　　受託土地改良施設使用収益権除却損 1 △ 1
　　　経常外支出計 2 △ 2
　　当期経常外増減額 △ 2 2
　当期一般正味財産増減額 △ 312,253,669 △ 44,945,222 △ 267,308,447

　一般正味財産期首残高 1,950,579,455 1,995,524,677 △ 44,945,222
　一般正味財産期末残高 1,638,325,786 1,950,579,455 △ 312,253,669

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　当期指定正味財産増減額
　指定正味財産期首残高
　指定正味財産期末残高
Ⅲ　正味財産期末残高 1,638,325,786 1,950,579,455 △ 312,253,669



1 重要な会計方針

(1)　資産の評価基準及び評価方法

宅地 昭和59年3月30日取得価格

上越市鴨島3丁目885‐13 1,228.61㎡

上越市鴨島3丁目910‐10 1.60㎡

(2)　有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(3)　貯蔵品の評価基準及び評価方法

該当なし

(4)　固定資産の減価償却の方法

① 土地改良施設等の減価償却の方法

定額法を採用している。

② その他固定資産の減価償却の方法

定額法を採用している。

(5)　繰延資産の減価償却の方法

該当なし

(6)　引当金の計上基準

該当なし

(7)　積立金の計上基準

該当なし

(8)　リース取引の処理方法

該当なし

(9)　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式により行っている。

2 重要な会計方針の変更

(1)　会計処理の原則又は手続の変更

該当なし

(2)　表示方法の変更

該当なし

3 基本財産、特定資産の増減額及びその残高

基本財産、特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

特定資産

(一般会計)

1,615,948,660

1,010,119 47,116,818

合 計 1,929,943,076 1,010,119 315,004,535

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,496,083,761

令 和 7 年 度 財 務 諸 表 に対 する 注記

小 計 1,449,977,062

小 計 433,859,315 267,887,717 165,971,598

47,116,818 1,381,499,363

33,859,315山林、宅地及びその従物 33,859,315

267,887,717 132,112,283事業積立金 400,000,000

1,428,616,181

1,010,119 68,477,699財政調整積立資産 67,467,580

受託土地改良施設使用収益権



4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

特定資産

5 担保に供している資産

無

6 固定資産等の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

(1)　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

(2)　所有土地改良施設及び受託土地改良施設使用収益権の取得価額、減価償却累計額及び

　当期末残高は、次のとおりである。

① 所有土地改良施設

（単位：円）

(注) 所有土地改良施設の貸借対照表の取得価額は、総額を計上する。

　　 国、県等については、まとめて記載しても差し支えない。

　土地改良区

科　　　目 取得価額

165,971,598

合 計 1,615,948,660 (1,615,948,660)

科 目 減価償却累計額

科 目 当期末残高
（うち指定

正味財産からの
充当額）

取得価額

（うち負債に
対応する額）

当期末残高 （当期減価償却費）

（うち一般
正味財産からの

充当額）

（当期減価償却費）

合　　　計

　土地改良区 　土地改良区

(0)

　国・県・その他

減価償却累計額

0

当期末残高

合 計

　土地改良区

(165,971,598)

小 計 1,449,977,062 (1,449,977,062)

(1,381,499,363)

小 計

内訳 内訳 内訳 内訳

受託土地改良施設使用収益権 1,381,499,363

　国・県・その他

総額 総額 総額 総額

0

　国・県・その他

(0)

　国・県・その他

(33,859,315)山林、宅地及びその従物 33,859,315

(132,112,283)事業積立金 132,112,283

(68,477,699)財政調整積立資産 68,477,699



② 受託土地改良施設使用収益権

（単位：円）

(注) 受託土地改良施設使用収益権の貸借対照表の取得価額は、土地改良区の自己負担額を計上する。

　　 国、県等については、まとめて記載しても差し支えない。

(3)　土地改良施設建設仮勘定に係る補助金相当額については、次のとおりである。

（単位：円）

7 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

8 受取補助金及び受取助成金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

受取補助金及び受取助成金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金 該当なし

助成金 該当なし

9 換地清算金（土地改良法第５４条の３の規定に基づき徴収した金額（同法第８９条の２

第１０項の規定において準用するものを含む。））徴収金の当期徴収額、換地清算金（同

法８９条の２第１１項の規定により県等から支払われた金額）交付金の当期支払額並びに

これら清算金の当期残高

該当なし

小 計 0

当　期
増加額

当　期
減少額

当期末
残　高

受託土地改良施設使用収益権 総額

内訳 内訳

補助金等の名称 交付者
前期末
残　高

合 計

該当なし

0

0小 計

合 計

左のうち国庫補助金等

（当期減価償却費）

貸借対照表上
の記載区分

　国・県・その他

減価償却累計額 当期末残高科　　　目

総額総額

取得価額

　土地改良区 　土地改良区 　土地改良区 　土地改良区

16,491,315,981 (143,930,355)

　国・県・その他

12,353,070,359 4,138,245,622

内訳

総額

内訳

(5,302,402,974) (3,920,903,611) (1,381,499,363) (47,116,818)

　国・県・その他

143,930,355

(11,188,913,007) (8,432,166,748) (2,756,746,259) (96,813,537)

　国・県・その他

都道府県費

16,491,315,981 12,353,070,359 4,138,245,622

該当なし

科 目

当期末残高

帳簿価額 時　　価

国費

評価損益

合　　　計



10 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

経常収入への振替額

経常外収入への振替額

11 関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（単位：円）

12 重要な後発事象

該当なし

13 その他

(1)　長期借入金について

当事業年度末において貸借対照表に計上されている公庫資金等長期借入金は、以下のとおり。

（単位：円）

(2)　長期借入金の償還方法

当該長期借入金の償還期限まで、毎年度、特別賦課金及び減債積立資産の取崩額を償還資金に

充当する予定である。

(3)　未収賦課金等の明細

（単位：円）

(4)　引当金の明細

（単位：円）

合 計

当期
増加額

科目

0

期末残高
当期減少額

目的使用 その他
期首残高

-

0

合 計 - -

小 計

区分

該当なし

期末残高
不納欠損
引当金

備考件数 期首残高
当期
減少額

借入
年月
日

利率
(％)

備考
借入金
総額

償還
期限

当該年度
償還額

償還額
累計

調定年度

未償還額

該当なし

借入先整理番号

金 額

0

法人等の
名称

住　所
事業の内容
又は職業

内 容

該当なし

該当なし

取引の
内容

取引
金額

取引
関係
科目

関係内容

事業上
の関係

合 計

事業名

役員の
兼務等

期末
残高

該当なし

取　引
条件等

該当なし -流動資産
当該会計年度

0 -

0 0
過年度 固定資産

-

0該当なし


